
別表第二(第八条、第八条の三関係)
地域地区等
禁止事項
広告物等の表示面積の合計

一　第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専用地域(都市計画法第八条第一項第一号に規定する第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域及び第二種中高層住居専用地域をいう。第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域については、以下同じ。)
一　建築物の屋上へ取り付けないこと。
二　建築物の壁面から突出させないこと。
三　ネオン管を使用しないこと。
四　条例第二条第一項第十号に掲げる地域に表示し、又は設置する広告物等で、当該広告物等を表示し、又は設置する地域の路線用地から展望できるもの(以下この表において「路線用地から展望できる広告物等」という。)については、次のとおりであること。
(一)　光源が点滅しないこと。
(二)　赤色光を使用しないこと(ただし、赤色光を使用する部分の面積が広告物等の表示面積の二十分の一以下である場合にあつては、赤色光を使用することができる。以下同じ。)
五平方メートル以下

二　風致地区(都市計画法第八条第一項第七号に規定する風致地区をいう。以下同じ。)



三　緑地保全地区(都市計画法第八条第一項第十二号に規定する緑地保全地区をいう。)



四　国立公園、国定公園及び東京都立自然公園の特別地域(自然公園法(昭和三十二年法律第百六十一号)第十三条第一項及び第六十条第一項に規定する特別地域をいう。)



五　第一種文教地区(東京都文教地区建築条例(昭和二十五年東京都条例第八十八号)第二条に規定する第一種文教地区をいう。以下同じ。)



六　条例第二条第一項第三号から第五号までの規定により定められた地域又は都市計画法第八条第一項第一号の地域以外の地域において、条例第二条第一項第十一号の規定により定められた地域



七　全域
条例第二条第二項第一号及び第六号に掲げる物件から突出させないこと。


八　第二種文教地区(東京都文教地区建築条例第二条に規定する第二種文教地区をいう。)
路線用地から展望できる広告物等については、次のとおりであること。
一　光源が点滅しないこと。
二　赤色光を使用しないこと。
十平方メートル以下

九　第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域及び工業専用地域(都市計画法第八条第一項第一号に規定する第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域及び工業専用地域をいう。商業地域については、以下同じ。)
路線用地から展望できる広告物等については、次のとおりであること。
一　光源が点滅しないこと。
二　赤色光を使用しないこと。
三　露出したネオン管を使用しないこと。


十　都市計画法第八条第一項第一号に規定する地域以外の地域



十一　九に掲げる地域内の美観地域(都市計画法第八条第一項第六号に規定する美観地区をいう。)
一　建築物の屋上へ取り付けないこと。
二　光源が点滅しないこと。
三　赤色光を使用しないこと。
四　露出したネオン管を使用しないこと。


十二　九に掲げる地域内において、条例第二条第一項第十一号の規定により定められた地域




